
東京徳島県人会「総会・県人の集い」における 

徳島県阿波の和拡大事業企画提案募集要項 

 

１ 目的  

人口減少が進む地方においては、地域外に在住であっても継続的に地域と関わりを持つ「関係人口」

の創出・拡大が不可欠であり、そのためには、産・官・学・民・金、あらゆる人材力を巻き込んでいく

必要がある。 

そこで、首都圏に在住する徳島県出身者及びその関係者で構成される「東京徳島県人会」が開催す

る「総会・県人の集い」と連携し、首都圏に在住する徳島ゆかりの方々のみならず、徳島とつながりた

い多くの関係者等にも参画していただき、新時代・新次元の「東京徳島県人会『総会・県人の集い』」

を開催することで、「関係人口の創出」、「ビジネスマッチングの機会創出」など、これまで以上に「開

かれた徳島県ネットワーク」の構築を目指す。 

 

２ 業務の概要 

（１）委託業務名 

東京徳島県人会「総会・県人の集い」における徳島県阿波の和拡大事業 

（２）業務内容 

   別添「仕様書」のとおり 

（３）委託契約期間  

契約締結の日から令和８年３月１３日まで  

（４）委託料上限額  

９,２００，０００円（消費税及び地方消費税を含む。）  

 

３ 企画提案の参加資格  

本業務委託の実施に必要な能力を有し、次に掲げる全ての要件を満たしている法人とする。  

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に該当する者でないこ 

と。  

（２）提案事項を十分理解し、適正に遂行できる能力を有すること。 

（３）本業務と同種又は類似業務の実績を有すること。  

（４）企画提案書の受付期間中において、会社更生法に基づく更正手続き開始の申し立て、民事再生法に 

基づく民事再生手続き開始の申し立て、及び破産法に基づく破産手続き開始の申し立てがなされて 

いないこと。  

（５）雇用保険の適用事業所であり、労働保険料を滞納していないこと。  

（６）補助金等に係る審査等（書類等の整備、保管、書類の提出や実地検査の受入れ）に協力すること。  

（７）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号 

に規定する暴力団をいう。以下同じ。）若しくは暴力団員（同条第６号に規定する暴力団員をいう。 

以下同じ。）に該当すると認められる者又は暴力団及び暴力団員と密接な関係を有する者と認められ 

る者でないこと。  

（８）労働基準法をはじめとする労働関係法令を遵守している者であること。 

（９）特定の政治活動又は宗教活動等を主たる目的とする団体、公序良俗に反する等適当でないと認め 



られる者でないこと。  

 

４ スケジュール 

 令和７年 ７月  ９日（水） 公募開始 

      ７月 １６日（水） 質問書提出締切 

      ７月 １６日（水） 参加申込提出締切 

      ７月 ２２日（火） 企画提案書等提出締切 

      ７月 下旬予定   審査委員会（書面審査） 

      ７月 下旬予定   審査結果通知 

      ７月 下旬予定   契約・業務開始 

     １０月２６日（日） 東京徳島県人会「総会・県人の集い」開催 

 令和８年 ３月１３日（金） 業務委託完了日 

 

５ 募集要項の配布  

当該募集要項は、徳島県ホームページからダウンロードできる。  

 

６ 企画提案の参加手続き等  

業務委託事業者の選定に参加を希望する者は、次のとおり必要書類を提出すること。  

（１）提出書類  

参加申込書（様式１）１部  

（２）受付期間  

令和７年７月９日（水）から７月１６日（水）午後５時まで  

（３）提出方法  

電子メールにより「１３ 提出先及び問い合わせ先」宛てに参加申込書（様式１）を提出すること。 

（４）その他 

   参加申込書提出後にプロポーザル参加を辞退する場合は、辞退届（様式３）を令和７年 

７月２２日（火）までに提出すること。  

 

７ 企画提案書等の提出  

（１）提出物及び提出部数 

提出物 部数  

ア 企画提案申込書  １ ・「様式４」により提出すること。  

イ 添付資料  １ ・団体等の概要が分かる書類（規約、組織図等）  

・法人の場合は登記簿謄本（履歴事項全部証明書）  

ウ 企画提案書  １ ・Ａ４版とすること（任意様式）  

（記載内容）  

・業務に係る実施方針、スケジュール及び具体的な企画提案  

・当該業務の実施体制、類似業務の受託実績  

エ 業務実績  １  ・類似業務の受託実績を記入すること。「様式５」  



オ 参考見積書 １  ・積算内訳を記入すること。 

（２）提出期限  

令和７年７月２２日（火）午後５時必着  

（３）提出方法  

電子データで「１３ 提出先及び問い合わせ先」宛てに提出すること。  

（４）留意事項  

ア 企画提案書提出後の再提出及び差し替えは、原則として認めない。ただし、書類の不足、不備 

の補完、内容不明点の確認のほか、必要に応じ、追加資料の提出を依頼する場合がある。  

イ 提出された企画提案書は、理由の如何を問わず返却しない。  

ウ 書類等の作成に用いる用語、通過及び単位は、日本語、日本円、日本の計量法（平成４年法律第

５１号）に定める単位に限る。 

  

８ 応募に係る質問及び回答  

（１）受付期間  

令和７年７月９日（水）から７月１６日（水）午後５時まで  

（２）受付方法  

電子メールにより「１３ 提出先及び問い合わせ先」宛てに質問票（様式２）を提出すること。  

（３）回答方法  

参加意思を事前に表明した全ての者に対し、電子メールにより回答を送付する。 

 

９ 選定方法  

（１）提出された企画提案書については、徳島県が別に設置する選定委員会において、別紙「評価項目及

び評価基準」に基づき審査を行い、委託候補者を選定する。また、参加者が１社だった場合は、総

合的に評価して契約候補者としての適否を判断する。  

（２）審査に当たっては、提出された企画提案書等の書類審査により行う。  

（３）次のいずれかに該当するときは、選定の対象から除外する。  

ア 上限額を超える金額での企画提案書の提出があったとき。  

イ 企画提案書の提出後に参加資格を満たさないことが判明したとき。  

ウ その他、委託先とすることが著しく不適当と認められる事実が判明したとき。 

 

１０ 審査結果  

審査の結果については、すべての提案者に書面で通知する。  

 

１１ 契約の方法  

（１）委託契約に当たっては、選定された企画提案内容を直ちに契約内容とするものではなく、委託候 

補者と提案内容に沿って契約内容についての協議、調整を行った上で、徳島県と委託候補者の双方 

が合意に至った場合に契約を締結する。その際、協議等の結果に基づき、企画提案内容の一部を変 

更する場合がある。  

（２）別添「仕様書」は、当該業務の最低水準を示すものであり、委託候補者の企画提案内容によって 

は、締結する契約書に添付する仕様書には、徳島県と委託候補者との協議等の結果に基づき、業務 



の内容が追加され、又は修正される場合がある。  

（３）委託候補者が正当な理由なく契約を締結しないとき、又は協議が整わなかったときは、その選定 

を取り消すとともに、選定委員会において次点となった者を委託候補者とし、契約内容についての 

協議等を行った上で、契約を締結するものとする。  

（４）委託候補者との契約の締結は、７月下旬頃の予定である。  

 

１２ その他  

（１）この企画提案書の作成及び提出に要する経費は、すべて参加者の負担とする。  

（２）提出された書類は、選定作業のため必要最小限の範囲でデータをコピーすることがある。 

 

１３ 提出先及び問い合わせ先  

徳島県東京本部 企画連携担当  

  〒102-0093 東京都千代田区平河町２－６－３ 都道府県会館１４階 

 電話番号 ０３－５２１２－９０２２ 

 ﾌ ｧ ｸ ｼ ﾐ ﾘ ０３－５２１２－９０２３ 

  電子mail tokyohonbu@pref.tokushima.lg.jp 

 


